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第２章 

山口県の今をみる 
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１  特性をつかむ 

山口県は、豊かな自然や歴史・文化、特色ある産業など様々な特性を有しており、その

優れた面を県づくりに積極的に活かしていく必要があります。 

 

（1）自然・環境 

 

○ 瀬戸内海沿岸地域、内陸山間地域、日本海沿岸地域の特性を異にする 3つの地域 

○ 約 1,500㎞に及ぶ海岸線は全国第 6位の長さで、穏やかな多島海美の瀬戸内海と、荒々 

しい侵食海岸美の日本海という異なった表情の海を持つ沿岸地域 

○ 中国山地の西端に位置し、四季折々の変化に富む内陸山間地域 

○ 気候は概して温暖、地震も少なく、全国的にも住み良い県 

 

 

（2）歴史・文化 

  

○ 明治維新、壇ノ浦の戦いなど日本の歴史の大きな転換の舞台 

○ 大陸との交流の門戸の役割を担ってきた地理的優位性 

○ 豊かな歴史を伝える多数の文化遺産、歴史遺産 

○ 萩焼、大内塗、赤間硯などの伝統工芸品や様々な郷土芸能 

○ 幕末・維新の激動期に人材を多数輩出し、8人の内閣総理大臣も輩出 

○ 詩人、作家、画家など個性豊かな文化人を輩出 

 

 

（3）地 域 

 

○ 海外との交流を担う３つの国際定期航路（韓国・釜山、中国・青島、中国・蘇州） 

○ 本州と九州をつなぐ交通の結節点 

○ 県内に 2つの空港と 5つの新幹線停車駅 

○ 高速道路や国道、県道による延長約 4,162kmのネットワーク 

○ 分散型都市構造 

○ 都市と農山漁村が近接し、県土の約 7割を占める中山間地域 

○ 山口県の両端に大都市圏 
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（4）産 業 

 

○ 第２次産業の比率が高く、全国有数の工業県 

○ 瀬戸内海沿岸に、化学、石油、鉄鋼などの基礎素材型産業、自動車、鉄道などの輸送

用機械産業が集積 

○ セメント、医薬品原液などの出荷額は国内トップクラス 

○ 太陽電池、太陽光発電システムやリチウムイオン電池用部材など、環境・エネルギー 

分野で様々な製品を開発・製造 

○ 大量かつ高純度の水素生成は国内トップクラス、中・四国、九州初の液化水素製造工

場が立地 

○ 水田が耕地面積の約８割を占め、稲作を中心に各地域の気候や特性に応じた、多様な

特色ある農産物を生産 

○ 森林面積は県土の約７割を占め、人工林の割合は 44％でその７割が利用期を迎え、

森林バイオマスエネルギー利用が進展  

○ 取扱量などが日本一のフグ類、アマダイ類、アンコウをはじめ、多種多様な魚介類を 

 水揚げ 
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２ 課題をとらえる 

人口減少、少子高齢化の更なる進行は、産業・経済をはじめ、地域社会や県民生活に深

刻な影響を及ぼすことが考えられます。 

また、雇用や地域活力を維持する産業の基盤づくりや多発する自然災害への対応など突

破すべき様々な課題を抱えています。 

 

（1）人口減少・少子高齢化 

 

 

県民の皆様と問題意識を共有するため、人口の将来推計や人口減少の要因などについて、詳細に

お示しします。 

 

 

○ 県人口は、昭和 60年をピークに減り続け、平成 22年 10月（国勢調査）では、145万

人に減少 

○ 平成 22年からの 30年間で人口は約 30％減少し、平成 52年には 102万人にまで減少

する見込 

○ 人口減少への対策を講じず、これまでの趨勢で推移したとすれば、平成 122年には山

口県の人口は 37万人にまで減少する見込 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口減少・少子高齢化問題は、県の活力を維持・向上させていく上で最も大きな課題です 

県人口は平成 52年には 102万人にまで減少 
 

 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、同資料をもとにした県の試算 
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○ 生産年齢人口（15～64歳）は、平成 22年から平成 52年までの 30年間で 31.7万人（約 

37％）減少する見込 

○ 生産年齢人口の減少は、産業・経済面や税収、社会保障制度などに大きな影響が生じ

る懸念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

○ 後期高齢者（75歳以上）の人口は、平成 37年(2025年)にピークを迎えると見込まれ、

2025年問題*といわれる医療・介護・福祉ニーズの増大が懸念 
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（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所資料、 

同資料をもとにした県の試算 ※年齢不詳を含むため、人口の合計は年齢別人口の合計と一致しない場合がある。 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所資料をもとにした県の試算 
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○ 以前は人口の流出による恒常的な社会減を自然増が補ってきたが、平成 2年には社会

減が自然増を上回る 

○ 平成 7年以降は自然増減がマイナスに転じ、平成 22年には自然減が社会減を上回る 

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

○ 15歳から 29歳の若者については転出が転入を上回り、進学や就職等で県外へ大きく

流出、特に女性の流出が男性を上回ることが特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会減を上回る自然減 
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○ 全国的にみると、山口県を含めた地方圏の人口流出が継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 山口県からの転出先は約４割が隣県の広島県と福岡県 

 

 

  

広島県, 16,280  

福岡県, 14,863  

東京都, 5,479  

大阪府, 

4,432  

神奈川県, 3,733  

岡山県, 3,485  

兵庫県, 3,437  

千葉県, 2,398  

愛知県, 2,296  

島根県, 2,094  

その他, 21,171  

転出（79,668人） 

人口流出が続く地方圏と山口県 
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高度成長期 安定成長・バブル経済 2000年代以降 

東  京  圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

大  阪  圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

≪転入超過≫ 

≪転出超過≫ 

（資料）総務省「国勢調査」 

山口県の転入転出先の状況 
（平成 17 年から平成 22 年の間の移動） 
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○ 平成 25年に山口県で生まれた子どもの数は 10,705人で、昭和 40年から概ね 50年間

で約 56％減少 

○ 合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に生む子どもの数の平均）は 1.56で全国平均

を上回っているが、人口を維持していくために必要とされる水準（2.07）からは大幅に

下回っている状況 

○ 若年女性が少ないことなどから、人口千人当たりの出生数は全国 33位と低水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 20歳から 39歳の女性人口は、昭和 55年と比べて平成 22年時点では約 34％減少して

おり、平成 52年にはさらに約 39％減少する見込 
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出生数の大幅な減少 

20～39歳女性人口が大幅に減少 平成 52年までにさらに約 39％減少 
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（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所資料、同資料をもとにした県の試算 

20～39 歳女性人口の推移と将来推計 
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○ 初婚年齢は、昭和 55年と平成 25年を比べると、男性は 2.3歳、女性は 3.6歳上昇し、

晩婚化の傾向が顕著 

○ 生涯未婚率は、昭和 55年と平成 25年を比べると、男性は 7.3倍、女性は 2.8倍と急

増 

初婚年齢（山口県） 

 昭和 55年 平成 25年 増減 

夫 27.7歳 30.0歳 ＋2.3歳 

妻 25.0歳 28.6歳 ＋3.6歳 
（資料）厚生労働省「人口動態統計」 

生涯未婚率（山口県） 

 昭和 55年 平成 25年 増減 

男性 2.61％ 19.13％ 7.3倍 

女性 3.54％  9.77％ 2.8倍 
（資料）国立社会保障・人口問題研究所資料 

 
 

 

○ 昭和 55年と平成 22年の出産年齢別の出産数を比較すると、20歳代までの出産数が約

1／3に減少する一方、30歳代後半の出産数は約 3倍に増加するなど、出産年齢が大幅に

上昇 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（参考）第１子出生時の母の年齢（全国） 

 昭和 55年 平成 25年 増減 

母の年齢 26.4歳 30.4歳 ＋4.0歳 
（資料）厚生労働省「人口動態統計」  

初婚年齢や生涯未婚率が上昇 
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○ 平成 25年度の県民意識調査によると、既婚者の理想の子どもの数は 2人以上が全体の

約 95％を占めているのに対し、現在の子どもの数は 2人以上が約 67％ 

○ 経済的な事情や高齢出産に対する抵抗感、不妊や健康上の問題が理想とする子どもの

数を持たない主な理由 
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（資料）平成 25 年度子育て支援・少子化対策に関する県民意識調査 

理想の子どもの数と実際の子どもの数との乖離 

1.0% 

1.5% 

13.4% 

1.5% 

19.1% 

2.4% 

45.3% 

45.4% 

18.3% 

42.5% 

3.0% 

4.9% 

0.0% 

1.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の子どもの数 

理想の子どもの数 

理想の子どもの数と現在の子どもの数 

無回答 0人 1人 2人 3人 4人 5人以上 

２人 ３人 ４人以上 



- 15 - 
 

（2）産 業 

 

 
 

○ 瀬戸内沿岸地域には、化学、鉄鋼、自動車など輸出依存度の高い産業が集積している

ことから、県内企業が厳しい国際競争を勝ち抜き、県内での設備投資や生産活動等が促

進されるよう、産業基盤の一層の整備充実が必要 

○ 将来に向けた産業力の強化を図るため、医療や環境・エネルギー関連など今後の成長

が期待できる分野の産業集積の促進が必要 

○ 地域経済、雇用を支える中小企業を取り巻く経営環境は厳しく、様々な課題を抱えて

いるため、経営基盤を強化し成長していけるよう経営面や技術面からのニーズに応じた

支援が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高齢化等による農林水産業の担い手不足に対応した、新規就業者の受け皿となる法人

経営体の育成や新規就業者の定着促進が必要 

○ 担い手の減少や生産物価格の低迷等により、産出額が低下しており、生産技術や生産

体制の強化、需要拡大等が必要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農林水産業における担い手不足や生産額低下への対応が課題 
 

産業基盤の整備充実、成長分野での産業集積、中小企業の経営基盤強化等が課題 

（出典）県民経済計算、貿易統計（財務省）、山口県貿易統計 

14.8％ 

29.0％ 

9.8％ 

13.8％ 

0

10

20

30

40

H13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

(％) 

輸出への依存度 

輸出依存度(県) 輸出依存度(全国) 

（資料）内閣府「県民経済計算」、財務省「貿易統計」、山口県貿易統計 

0
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S63 H2 H5 H7 H10 H12 H15 H17 H20 H22

農林水産業の就業者の状況 
農業就業人口（左軸） 漁業就業者数（左軸） 

森林組合作業班員数（右軸） 
（人） 

農業就業人口 

漁業就業者数 

森林組合作業班員数 

（資料）農林業センサス、森林組合調査、漁業センサス 

（人） 
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S63 H2 H5 H7 H10H12H15H17H20H21H22H23H24

農林水産業の生産の状況 
農業産出額（左軸） 漁業・養殖生産額（左軸） 

林業産出額（右軸） 

（資料）生産農業所得統計、生産林業所得統計、漁業・養殖業生産統計年報 

農業産出額 

林業産出額 

漁業・養殖産出額 

（単位：1千万円） （単位：1千万円） 
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（3）地 域 

 

○ 中心市街地においては、商業機能や文化・娯楽機能などの郊外への流出に伴う都市機

能*低下への対応が必要 

○ 県全体を上回る人口減少、高齢化の進行する中山間地域*では、集落機能の確保と持続

可能な地域づくりが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 民生家庭部門における二酸化炭素等温室効果ガス排出量減少率の伸び悩みへの対応や

ＰＭ２．５*による大気汚染への対応など環境対策が必要 
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）

 

県人口と中山間地域人口の推移 

県全体 中山間 

（資料）総務省「国勢調査」 

3,114  3,031  3,154  
2,648  2,766  2,743  2,650  

919  891  
908  

797  728  731  744  

371  376  
369  

353  322  306  317  

276  265  
262  

235  222  223  219  

253  252  
258  

237  232  241  238  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

温室効果ガス排出量の推移 

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量 

（万t－CO2） 

4,168万t 

H17年度比 

△15.5％ 

森林吸収 

量を考慮 

 

4,084万t 

H17年度比 

△17.2％ 

4,934万t 

民生家庭部門 

民生業務部門 

運輸部門 

工業 

プロセス等 

産業部門 

（資料）県環境生活部 
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（4）人 材 

 

○ いじめ・不登校などの様々な教育課題が生じており、児童生徒への知・徳・体の調和

のとれた生きる力の育成が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 働きたい女性が、仕事と育児の二者択一を迫られることなく働き続けることのでき 

る環境の整備が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高齢者が能力を活かし社会参加することができる環境の整備や、障害者の雇用促進や

障害者が活躍できる環境の整備が必要 

 

11.5% 

74.4% 71.3% 
67.1% 

67.6% 

74.4% 
75.8% 

74.1% 
67.5% 

45.6% 

31.7% 

21.7% 

11.1% 
6.4% 

2.9% 0%

20%

40%

60%

80%

山口県女性の年齢階級別有業率 

出産・育児等に 

より低下 

（資料）総務省「平成24年度就業構造基本調査」 
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小・中・高・特別支援学校における1,000人 

当たりのいじめ認知件数（国公私立） 

全国 山口県 

（資料）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に

関する調査」 

     ※H17までは公立学校の数値、いじめはH18から定義が拡大  

(件) 

11.7 
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小・中学校における1,000人当たりの 
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全国（小中） 山口県（小中） 

（資料）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関

する調査」 

(人) 
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（5）安心・安全 

 

○ 南海トラフ地震*や日本海における大規模地震への対応が必要 

○ 全国的に集中豪雨が頻発し、県内でも相次いで大雨災害が発生しており、津波・高潮、

洪水、土砂災害等の自然災害に備えた 

対策が必要 

 

 

 

 

 

○ 診療科、地域により不足する医師や看護職員などの確保、2025年問題*に対応した医療

や介護の提供体制の充実が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）財 政 

 

○ 県債残高は国の制度、政策に基づいて発行する特別分の県債の増加による増嵩を続け、

平成26年度末で１兆3,020億円に達する見込み（県の判断で発行する一般分の県債残高は

平成15年度以降着実に減少） 

○ 貯金にあたる財源調整用基金残高も減少傾向 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年の主な大雨災害 

平成 21年 7月 21日豪雨災害 県中部等 

平成 22年 7月 15日大雨災害 県西部等 

平成 25年 7月 28日大雨災害 県北部等 

平成 26年 8月 6日大雨災害 県東部 

241.4 204.9 204.7 197.8 212.3 

364.4 

252.4 

178.2 160.7 

0

100

200

300

400

山
口
県
平
均 

岩
国 

柳
井 

周
南 

山
口
・
防
府 

宇
部
・
小
野
田 

下
関 

長
門 

萩 

二次医療圏*別の人口10万対医師数 （人） 

全国平均 

226.5 

（資料）厚生労働省「平成２４年医師・歯科医師・薬剤師調査」 
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481 593 
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県債残高の推移（一般会計） 
緊急防災・減災事業債 
三セク債 
特 別 分 
一 般 分 

一般分残高のピーク(Ｈ14) 

臨時財政対策債の発行開始（H13～） 

（資料）県総務部 

(億円) 


